
待機児童の解消に向けて認可保育所整備計画及び 

保育士確保対策の充実と処遇改善を求める意見書 

 2015 年４月、子ども・子育て支援新制度が施行され、保育の量の拡充と質

の改善・向上が図られているところである。 

 実態に合わない職員配置による労働条件の厳しさ、給与水準の低さなどの

理由で、保育の現場では質を伴った保育の担い手の確保が難しく、また早期

退職も多いため保育士不足が深刻化している。 

 待機児童ゼロを早期に実現する保育士の確保と定着がなされなければ、 

政府が掲げる「ゆめをつむぐ子育て支援」の実現は困難である。男女がとも

に働き続けるため、誰もが輝き続けるための喫緊の課題であり、保育の質を

高め、安心して保育を行うことができる環境整備を促進し、早期の人材確保

に直結する抜本的な処遇改善策が必要である。 

 よって国におかれては、保育士の確保に向けて、以下の措置を緊急に講じ

られるよう強く要望する。 

１．「子ども・子育て支援新制度」における「質の改善」項目である、職員

の確保・定着を図るための職員給与の改善や地域間格差の是正を図ること。 

２．職員配置の改善（職員の配置を１歳児は「６人につき１人から５人につ

き１人」に、４、５歳は「30 人につき１人から 25 人につき１人」に）な

どに必要な予算の確保を図ること。 

３．保育士不足への対応は、保育士の資格を有しない者も配置基準人員に含

めるような要件緩和ではなく、処遇改善によって進めること。 

４．社会福祉施設職員等退職共済制度は、保育士の雇用安定化、処遇改善の

観点から公費助成の維持・継続を図ること。 

５．地域の子ども・子育て支援を拡充するために国として認可保育所の整備

計画をたて、財源を確保すること。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。 
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